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要 旨 
 

＜概要＞ 

 コンテナ船 A P L
エーピーエル

 GUAM
グ ア ム

は、船長ほか２０人が乗り組み、水先人の水先により京浜

港横浜第５区のＹＬ４錨地内の予定錨地に向けて北進中、コンテナ船MARCLIFF
マ ー ク リ フ

は、船

長ほか１５人が乗り組み、愛知県名古屋港に向けて南南東進中、平成３１年３月２１

日２３時２７分ごろ、ＹＬ４錨地において、両船が衝突し、その後、MARCLIFF が、

船長ほか１９人が乗り組んで錨泊中のコンテナ船HANSA
ハ ン サ

 STEINBURG
ス テ イ ン バ ー グ

に衝突した。 

 APL GUAM は、船首部外板に破口を伴う凹損等を生じ、MARCLIFF は、船首部外板及

び右舷船首部外板に凹損等を生じ、HANSA STEINBURG は、右舷船首部外板に破口を伴

う凹損等を生じたが、各船共に死傷者はいなかった。 

 

＜原因＞ 

本事故は、夜間、錨泊船が存在し、狭隘となった京浜港横浜第５区の錨地内におい

て、APL GUAM が予定錨地に向けて北進中、MARCLIFF が中ノ瀬西方海域に向けて南南

東進中、APL GUAM 及び MARCLIFF が、錨泊中の HANSA STEINBURG ともう１隻の錨泊船

との間で進路が交差し、衝突の危険度が高まる状況下、APL GUAM の船長及び水先人

が、MARCLIFF と左舷対左舷で航過しようとし、また、MARCLIFF の船長が、APL GUAM

と右舷対右舷で航過しようとし、互いに接近するまで同じ針路及び速力で航行を続け

たため、APL GUAM と MARCLIFF とが衝突し、その後、MARCLIFF が、前進行き足のある

中、左回頭して南東進したことにより、HANSA STEINBURG に衝突したものと考えられ

る。 

APL GUAM の船長及び水先人が、MARCLIFF と左舷対左舷で航過しようとし、

MARCLIFF と接近するまで同じ針路及び速力で航行を続けたのは、右転した MARCLIFF

が、APL GUAM と HANSA STEINBURG との間の狭い海域を航行することはなく、再度右

転して APL GUAM と左舷対左舷で航過すると予測したことによるものと考えられる。 

MARCLIFF の船長が、APL GUAM と右舷対右舷で航過しようとし、APL GUAM と接近す

るまで同じ針路及び速力で航行を続けたのは、APL GUAM が針路及び速力を維持して

いれば APL GUAM と右舷対右舷で無難に航過すると予測していたことによるものと考

えられる。 

APL GUAM 及び MARCLIFF は、それぞれの進路が交差して衝突の危険度が高まる状況

下において、早期に国際ＶＨＦ無線電話装置（ＶＨＦ）による交信を行うことにより、

互いの操船意図を確認して早期に減速するなど、衝突を避けるための措置を講じるこ

とができたものと考えられることから、両船がＶＨＦによる交信を行わずに航行を続

けたことは、本事故の発生に関与したものと考えられる。 



 

＜勧告等＞ 

○  安全勧告 

本事故は、夜間、錨泊船が存在し、狭隘となった京浜港横浜第５区の錨地内におい

て、APL GUAM が予定錨地に向けて北進中、MARCLIFF が中ノ瀬西方海域に向けて南南

東進中、APL GUAM 及び MARCLIFF が、錨泊中の HANSA STEINBURG ともう１隻の錨泊船

との間で進路が交差する状況下、APL GUAM の船長及び水先人が、MARCLIFF が右転し

て左舷対左舷で航過すると予測し、また、MARCLIFF の船長が、APL GUAM が針路及び

速力を維持して右舷対右舷で無難に航過すると予測し、互いに接近するまで同じ針路

及び速力で航行を続けたため、APL GUAM と MARCLIFF とが衝突し、その後、MARCLIFF

が、前進行き足のある中、左回頭して南東進したことにより、HANSA STEINBURG に衝

突したものと考えられる。 

また、APL GUAM 及び MARCLIFF は、それぞれの進路が交差して衝突の危険度が高ま

る状況下において、早期にＶＨＦによる交信を行うことにより、互いの操船意図を確

認して早期に減速するなど、衝突を避けるための措置を講じることができたものと考

えられることから、両船がＶＨＦによる交信を行わずに航行を続けたことは、本事故

の発生に関与したものと考えられる。 

 

このことから、運輸安全委員会は、本事故の調査結果を踏まえ、同種事故の再発防

止に資するため、APL GUAM の船舶管理会社である APL MARITIME LTD 及び MARCLIFF

の船舶管理会社である MARCONSULT SCHIFFAHRT GMBH に対し、以下のとおり勧告する。 
 
APL MARITIME LTD 及び MARCONSULT SCHIFFAHRT GMBH は、管理、または、運航する

全船舶の船長等に対し、次の事項について、確実に実施するよう指導すべきである。 

(1) 大型船舶は、錨泊船が存在し、狭隘となった錨地内で他船と進路が交差し

て接近するなどの状況を極力回避すること。 

(2) 船長は、他船の接近を認めた場合、他船の動静を思い込みで判断すること

なく、ＶＨＦによる交信を積極的、かつ適切に行うことにより、互いの操船

意図を早期に確認すること。 

(3) 船長は、周囲の航行船舶及び錨泊船の状況等を考慮し、他船と著しく接近す

ることになるかどうか又は他船と衝突のおそれがあるかどうかを判断し、他船

と著しく接近することになり、又は他船と衝突のおそれがあると判断した場合、

十分に余裕のある時期に、早期に減速するなどの衝突を避けるための措置を講

じること。 
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１ 船舶事故調査の経過 
 

１.１ 船舶事故の概要 

 コンテナ船 A P L
エーピーエル

 GUAM
グ ア ム

は、船長ほか２０人が乗り組み、水先人の水先により京浜

港横浜第５区のＹＬ４錨地内の予定錨地に向けて北進中、コンテナ船MARCLIFF
マ ー ク リ フ

は、船

長ほか１５人が乗り組み、愛知県名古屋港に向けて南南東進中、平成３１年３月２１

日２３時２７分ごろ、ＹＬ４錨地において、両船が衝突し、その後、MARCLIFF が、

船長ほか１９人が乗り組んで錨泊中のコンテナ船HANSA
ハ ン サ

 STEINBURG
ス テ イ ン バ ー グ

に衝突した。 

 APL GUAM は、船首部外板に破口を伴う凹損等を生じ、MARCLIFF は、船首部外板及

び右舷船首部外板に凹損等を生じ、HANSA STEINBURG は、右舷船首部外板に破口を伴

う凹損等を生じたが、各船共に死傷者はいなかった。 

 

１.２ 船舶事故調査の概要 

 1.2.1 調査組織 

  運輸安全委員会は、平成３１年３月２２日、本事故の調査を担当する主管調査官

（横浜事務所）ほか１人の地方事故調査官を指名した。 

  なお、後日、主管調査官及び担当調査官を船舶事故調査官に交替した。 

 

 1.2.2 調査の実施時期 

平成３１年３月２２日 現場調査及び口述聴取 

平成３１年３月２９日 口述聴取 

令和元年５月８日、１４日、１６日、１７日、２８日、６月７日、２４日、７月

２４日、８月１５日、９月３０日、１０月１日、４日、１２月６日、令和２年１２

月１７日 回答書受領 

 

1.2.3 原因関係者からの意見聴取 

  原因関係者から意見聴取を行った。 

 

1.2.4 旗国への意見照会 

APL GUAM の旗国、MARCLIFF の旗国及び HANSA STEINBURG の旗国に対し、意見照

会を行った。 
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２ 事実情報 
 

２.１ 事故の経過 

 2.1.1 船舶自動識別装置の情報記録による運航の経過 

  ‘民間情報会社が受信した船舶自動識別装置（ＡＩＳ）*1の情報記録’（以下

「ＡＩＳ記録」という。）によれば、平成３１年３月２１日２３時２２分ごろ～ 

２３時２８分ごろの間の APL GUAM（以下第６章を除き「Ａ船」という。）、

MARCLIFF（以下第６章を除き「Ｂ船」という。）及び HANSA STEINBURG（以下第 

６章を除き「Ｃ船」という。）の運航の経過は、それぞれ表１、表２及び表３のと

おりであった。 

  Ａ船、Ｂ船及びＣ船の船位は、船橋上方に取り付けられたＧＰＳアンテナの位置

であり、ＧＰＳアンテナの位置情報は、Ａ船が船首から１３０ｍ、船尾から２３ｍ、

左舷から１６ｍ、右舷から９ｍ、Ｂ船が船首から１２１ｍ、船尾から２２ｍ、左舷

から１２ｍ、右舷から１１ｍ、Ｃ船が船首から１５９ｍ、船尾から１６ｍ、左舷か

ら１３ｍ、右舷から１４ｍであった。また、対地針路及び船首方位は真方位である。 

 

           表１ Ａ船のＡＩＳ記録（抜粋） 

時 刻 

（時:分:秒） 

船 位 
対地針路 

（°） 

船首方位 

（°） 

対地速力*2 

(ﾉｯﾄ(kn)) 
北 緯 東 経 

 (°-′-″） （°-′-″） 

23:22:04 35-24-52.3 139-42-50.1 011.3 010 5.9 

23:22:15 35-24-53.4 139-42-50.4 012.2 009 5.9 

23:22:24 35-24-54.2 139-42-50.7 014.0 009 6.0 

23:22:34 35-24-55.2 139-42-51.0 014.9 007 6.0 

23:22:45 35-24-56.2 139-42-51.3 014.9 005 6.0 

23:22:54 35-24-57.1 139-42-51.6 014.4 004 6.1 

23:23:04 35-24-58.2 139-42-52.0 013.4 002 6.1 

23:23:15 35-24-59.2 139-42-52.2 011.7 000 6.1 

23:23:24 35-25-00.1 139-42-52.4 009.0 359 6.0 

23:23:34 35-25-01.2 139-42-52.6 005.7 359 5.9 

                         
*1
 「船舶自動識別装置（ＡＩＳ: Automatic Identification System）」とは、船舶の識別符号、種

類、船名、船位、針路、速力、目的地及び航行状態に関する情報を各船が自動的に送受信し、船舶

相互間、陸上局の航行援助施設等との間で情報を交換する装置をいう。 
*2
 「対地速力」とは、地球表面の１点を基準に測った船の速度をいい、船が浮かんでいる水を基準

に測った船の速度を「対水速力」という。 
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23:23:45 35-25-02.1 139-42-52.7 003.8 359 5.9 

23:23:54 35-25-03.1 139-42-52.8 003.4 358 5.9 

23:24:04 35-25-04.0 139-42-52.9 002.0 358 5.9 

23:24:15 35-25-05.1 139-42-52.9 001.8 359 5.9 

23:24:24 35-25-06.0 139-42-53.0 002.3 359 5.9 

23:24:34 35-25-07.0 139-42-53.0 001.4 359 5.9 

23:24:45 35-25-08.1 139-42-53.1 001.0 000 5.9 

23:24:54 35-25-09.0 139-42-53.0 002.2 000 6.0 

23:25:05 35-25-10.0 139-42-53.1 003.1 359 6.0 

23:25:15 35-25-11.1 139-42-53.2 003.0 359 6.0 

23:25:24 35-25-12.0 139-42-53.2 000.8 359 6.0 

23:25:34 35-25-13.0 139-42-53.3 359.2 000 6.0 

23:25:45 35-25-14.2 139-42-53.2 357.9 003 6.1 

23:25:54 35-25-15.1 139-42-53.2 356.6 006 6.2 

23:26:04 35-25-16.2 139-42-53.1 356.6 011 6.4 

23:26:15 35-25-17.3 139-42-53.0 358.0 017 6.6 

23:26:25 35-25-18.5 139-42-53.0 000.5 023 6.8 

23:26:34 35-25-19.5 139-42-53.1 004.1 030 6.8 

23:26:45 35-25-20.8 139-42-53.3 010.4 037 6.5 

23:26:54 35-25-21.7 139-42-53.5 015.6 042 6.0 

23:27:04 35-25-22.7 139-42-53.9 019.3 048 5.5 

23:27:15 35-25-23.5 139-42-54.2 005.8 059 5.0 

23:27:25 35-25-24.2 139-42-54.3 003.1 073 4.2 

23:27:34 35-25-24.8 139-42-54.4 010.5 083 3.2 

23:27:45 35-25-25.3 139-42-54.5 013.5 092 2.7 

23:27:54 35-25-25.7 139-42-54.6 010.0 099 2.0 

23:28:04 35-25-26.1 139-42-54.7 005.0 106 1.9 

23:28:15 35-25-26.5 139-42-54.6 353.2 112 2.0 

23:28:25 35-25-26.9 139-42-54.5 342.4 117 2.1 

23:28:34 35-25-27.1 139-42-54.4 338.8 121 2.3 

23:28:45 35-25-27.5 139-42-54.1 332.3 126 2.4 

23:28:54 35-25-27.9 139-42-53.9 331.3 129 2.6 
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           表２ Ｂ船のＡＩＳ記録（抜粋） 

時 刻 

（時:分:秒） 

船 位 
対地針路 

（°） 

船首方位 

（°） 

対地速力 

(kn) 
北 緯 東 経 

（°-′-″） （°-′-″） 

23:22:00 35-26-15.9 139-42-14.2 125.0 126 12.4 

23:22:09 35-26-14.8 139-42-16.1 125.0 126 12.4 

23:22:20 35-26-13.4 139-42-18.6 125.0 126 12.4 

23:22:30 35-26-12.2 139-42-20.6 125.0 126 12.3 

23:22:39 35-26-11.2 139-42-22.4 125.0 126 12.3 

23:22:49 35-26-10.1 139-42-24.3 125.0 127 12.2 

23:22:58 35-26-09.0 139-42-26.3 123.0 130 12.1 

23:23:09 35-26-07.9 139-42-28.3 124.0 134 12.0 

23:23:20 35-26-06.4 139-42-30.4 127.0 139 12.0 

23:23:30 35-26-05.0 139-42-32.1 130.0 144 11.9 

23:23:39 35-26-03.7 139-42-33.4 134.0 147 11.7 

23:23:49 35-26-02.1 139-42-34.7 139.0 150 11.6 

23:23:58 35-26-00.4 139-42-36.1 142.0 154 11.6 

23:24:09 35-25-58.7 139-42-37.1 147.0 156 11.5 

23:24:20 35-25-56.8 139-42-38.2 150.0 157 11.4 

23:24:30 35-25-55.1 139-42-39.2 152.0 157 11.5 

23:24:39 35-25-53.5 139-42-40.1 153.0 157 11.5 

23:24:49 35-25-51.5 139-42-41.1 155.0 157 11.5 

23:24:58 35-25-49.9 139-42-42.0 155.0 156 11.6 

23:25:09 35-25-48.1 139-42-43.0 155.0 156 11.7 

23:25:20 35-25-46.0 139-42-44.2 155.0 156 11.7 

23:25:30 35-25-44.2 139-42-45.2 154.0 156 11.7 

23:25:39 35-25-42.5 139-42-46.2 154.0 156 11.8 

23:25:49 35-25-41.0 139-42-47.2 154.0 156 11.8 

23:25:58 35-25-39.2 139-42-48.2 154.0 156 11.8 

23:26:08 35-25-37.4 139-42-49.3 154.0 155 11.8 

23:26:19 35-25-35.6 139-42-50.3 154.0 154 11.8 

23:26:30 35-25-33.6 139-42-51.4 155.0 150 11.9 

23:26:39 35-25-32.0 139-42-52.3 154.0 144 11.8 

23:26:49 35-25-30.4 139-42-53.5 150.0 138 11.5 
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23:26:58 35-25-29.1 139-42-55.0 144.0 137 11.0 

23:27:10 35-25-28.6 139-42-56.0 138.0 136 10.5 

23:27:19 35-25-27.8 139-42-57.0 138.0 128  9.7 

23:27:30 35-25-27.1 139-42-58.3 131.0 123  9.0 

23:27:39 35-25-26.5 139-42-59.8 124.0 122  8.5 

23:27:49 35-25-26.2 139-43-00.5 115.0 125  5.4 

23:27:58 35-25-26.1 139-43-01.0 109.0 129  3.6 

23:28:10 35-25-26.0 139-43-01.4 104.0 133  2.7 

23:28:19 35-25-25.9 139-43-01.8 106.0 136  2.2 

23:28:30 35-25-25.9 139-43-02.3 102.0 140  2.0 

23:28:39 35-25-25.9 139-43-02.7 100.0 142  2.0 

23:28:49 35-25-25.9 139-43-03.1 096.0 145  2.0 

 

           表３ Ｃ船のＡＩＳ記録（抜粋） 

時 刻 

（時:分:秒） 

船 位 
対地針路 

（°） 

船首方位 

（°） 

対地速力 

(kn) 
北 緯 東 経 

（°-′-″） （°-′-″） 

23:22:52 35-25-27.9 139-43-07.7 123.0 225 0.1 

23:25:52 35-25-27.5 139-43-07.9 151.0 228 0.0 

23:28:53 35-25-27.6 139-43-07.8 165.0 196 0.4 

 

 2.1.2 航海情報記録装置による音声等の情報 

  Ａ船、Ｂ船及びＣ船の航海情報記録装置（以下「ＶＤＲ」という。）の記録によ

れば、平成３１年３月２１日２３時１８分ごろ～２３時２７分ごろの間における

Ａ船及びＢ船の船橋内の音声等の情報並びに２３時２４分ごろ～２３時２７分ご

ろの間におけるＣ船の船橋内の音声等の情報は、それぞれ表４、表５及び表６の

とおりであった。 

  なお、乗組員の英語による発声は、斜体で日本語訳のみを記載した。 

 

表４ Ａ船の音声等の情報（抜粋） 

時刻 音声等 

23:18:00 Ａ船の船首部にいた乗組員：船首部の作業灯を点灯させますか 

Ａ船の船長：そうしよう 

23:22:03 水先人：０００°とせよ 
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Ａ船の船長：０００° 
Ａ船の操舵手：０００° 

23:24:48 水先人: 汽笛長音１回吹鳴せよ 

汽笛：長音１回 

23:25:01 水先人：右舵一杯とせよ 

Ａ船の操舵手：右舵一杯 

23:25:25 水先人：微速力前進とせよ 

Ａ船の船長：微速力前進 

Ａ船の航海士：微速力前進 

23:25:41 Ａ船の船長：彼らは何をしているんだ 

23:25:48 水先人: [不明瞭]警告汽笛吹鳴せよ 

汽笛：短音６回 

23:26:15 汽笛：短音９回 

23:26:23 Ａ船の船長：機関停止とせよ 

Ａ船の航海士：機関停止 

23:26:32 Ａ船の船長：全速力後進とせよ 

Ａ船の航海士：全速力後進 

Ｂ船及びＣ船の汽笛：短音９回、連続吹鳴 

23:26:56 Ａ船の船長：何してるんだ、ふざけるな 

水先人：おーい、何してるんだ 

23:27:06 （衝撃音） 

 

表５ Ｂ船の音声等の情報（抜粋） 

時刻 音声等 

23:18:01 Ｂ船の船長：１２５°とせよ 

Ｂ船の操舵手：１２５° 
23:22:37 Ｂ船の船長：１５５°とせよ 

Ｂ船の操舵手：１５５° 
23:24:56 Ａ船の汽笛：長音１回 

23:25:49 Ａ船の汽笛：短音６回 

23:26:08 Ｂ船の船長：１４５°とせよ 

Ｂ船の操舵手：１４５° 
23:26:15 Ａ船の汽笛：短音９回 

Ｂ船の航海士：[不明瞭]後進しますか 

Ｂ船の船長：[不明瞭]前進 

23:26:32 Ｂ船及びＣ船の汽笛：短音９回、連続吹鳴 

Ｂ船の船長：[不明瞭]微速力前進とせよ 

23:26:35 Ｂ船の船長：[不明瞭]左舵一杯とせよ 
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23:26:37 Ｂ船の船長：針路を保持せよ 

Ｂ船の航海士：針路保持 

23:26:45 Ｂ船の船長：半速力後進とせよ 

23:27:06 （衝撃音） 

23:27:20 Ｂ船の船長：全速力後進とせよ 

Ｂ船の航海士：全速力後進 

23:27:26 Ｂ船の船長：全速力後進とせよ 

Ｂ船の航海士：全速力後進中です 

23:27:34 （衝撃音） 

 

表６ Ｃ船の音声等の情報（抜粋） 

時刻 音声等 

23:24:56 Ａ船の汽笛：長音１回 

23:25:49 Ａ船の汽笛：短音６回 

23:26:15 Ａ船の汽笛：短音９回 

23:26:32 Ｂ船及びＣ船の汽笛：短音９回、連続吹鳴 

23:27:28 Ｃ船の航海士：(Ｃ船の操舵手に対し)非常事態に備えよ 

23:27:34 （衝撃音） 

 

2.1.3 乗組員の口述等による事故の経過 

  Ａ船の船長（以下第６章を除き「船長Ａ」という。）、Ａ船の航海士（以下「航海

士Ａ」という。）、水先人（以下第６章を除き「水先人Ａ」という。）、Ｂ船の船長

（以下第６章を除き「船長Ｂ」という。）、Ｂ船の航海士（以下「航海士Ｂ」とい

う。）、Ｃ船の船長（以下「船長Ｃ」という。）及びＣ船の航海士（以下「航海士Ｃ」

という。）の口述、並びにＡ船の船舶管理会社である APL MARITIME LTD（以下第６

章を除き「Ａ社」という。）、Ｂ船の船舶管理会社である MARCONSULT SCHIFFAHRT 

GMBH（以下第６章を除き「Ｂ社」という。）及び東京湾水先区水先人会（以下「本

件水先人会」という。）の回答書によれば、次のとおりであった。 

   (1) Ａ船 

Ａ船は、船長Ａ（アメリカ合衆国籍）ほか１９人（全員アメリカ合衆国籍）

が乗り組み、平成３１年３月１９日京浜港に向けて大韓民国釜山
プ サ ン

港を出港し

た。 

Ａ船は、法定灯火を表示し、３月２１日２１時５５分ごろ浦賀水道航路中

央第１号灯浮標付近のパイロットステーション*3において、水先人Ａを乗せ、

                         
*3
 「パイロットステーション」とは、水先人が水先要請船と合流して乗船するために設定された水

域をいう。 
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船長Ａと水先人ＡとがＡ船及び入港に係る情報交換を実施した後、北進した。 

Ａ船は、船長Ａが、操船指揮をとり、航海士Ａを見張り及び主機遠隔操縦

装置の操作に、操舵手を手動操舵にそれぞれつけ、水先人Ａの水先により京

浜港横浜第５区ＹＬ４錨地に向けて針路を約３５０°（真方位、以下同じ。）

とし、約９kn の速力（対地速力、以下同じ。）で、東京湾中ノ瀬西方海域を

航行した。 

 水先人Ａは、２３時０９分ごろ減速するよう船橋内の乗組員に指示し、既

にＣ船及び油タンカー（総トン数６６,０８２トン、以下「Ｄ船」という。）

がＹＬ４錨地に錨泊していたので、Ａ船の予定錨地をＹＬ４錨地内のＤ船の

北方に設定することとした。 

船長Ａ及び水先人Ａは、南西の風であったので、予定錨地に東方から接近

することとし、Ｃ船とＤ船との間を通過した後にＤ船の北方に向けて針路を

西方に転じることとした。 

船長Ａは、２３時１７分ごろレーダーによりＢ船を初認したが、Ｃ船の西

方にＤ船が錨泊しているので、Ｂ船がＣ船の東方を航行するものと思った。 

Ａ船は、投錨作業の準備を行う目的で、船首部の作業灯（白灯）を点灯し

た。 

水先人Ａは、２３時２０分ごろ右舷灯を見せて横浜航路を南東方向に航行

するＢ船を視認した後、Ａ船の針路を約０００°とし、約６kn の速力で航

行した。 

船長Ａ及び水先人Ａは、２３時２３分ごろ、Ｂ船が右転するのを認めたが、

Ａ船をＣ船側に寄せながら北進していたので、Ｂ船がＡ船とＣ船との間の狭

い海域を航行することはなく、Ｂ船が再度右転してＡ船と左舷対左舷で航過

するものと思い、同じ針路及び速力で航行を続けた。 

船長Ａ及び水先人Ａは、Ｂ船の右転を期待していたものの、Ｂ船が右転す

ることなくＡ船に向けて航行していたので、注意喚起の目的で長音１回の汽

笛吹鳴を行った。 

船長Ａ及び水先人Ａは、危険な状況ではあるものの、Ａ船の汽笛を聞いた

Ｂ船が再度右転すればＢ船と左舷対左舷で航過できると思った。 

水先人Ａは、２３時２５分ごろ、Ｂ船が針路を変更せずにＡ船に接近し続

けているのを認め、右舵一杯を指示した。 

Ａ船は、船長Ａが、２３時２６分ごろ、水先人Ａの指示により、汽笛吹鳴

及び汽笛吹鳴に連動する発光信号を行ったが、そのまま針路を変えることな

く接近するＢ船との衝突のおそれを感じ、航海士Ａに全速力後進を指示した

ものの、２３時２７分ごろその船首部とＢ船の右舷船首部とが衝突した。 
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Ａ船は、水先人Ａが国際ＶＨＦ無線電話装置（以下第６章を除き「ＶＨＦ」

という。）で海上保安庁に本事故の発生を通報し、乗組員により浸水がない

ことが確認された後、ＹＬ４錨地に錨泊した。 

   (2) Ｂ船 

Ｂ船は、船長Ｂ（ロシア連邦籍）ほか１５人（フィリピン共和国籍１１人、

ロシア連邦籍３人、ウクライナ籍１人）が乗り組み、法定灯火を表示し、 

３月２１日２３時０６分ごろ名古屋港に向けて京浜港横浜第２区の本牧ふ頭

ＢＣコンテナターミナルを離岸した。 

Ｂ船は、船長Ｂが、操船指揮をとり、航海士Ｂを見張り及び主機遠隔操縦

装置の操作に、操舵手を手動操舵にそれぞれつけ、東進し、船長Ｂが、２３

時１５分ごろＢ船の右舷方約３海里（Ｍ）付近にＡ船のマスト灯２個を視認

し、レーダーで確認した後、横浜航路に入航して南東進した。 

船長Ｂは、横浜航路を出航した後、Ａ船が作業灯を点灯したのを視認した

ものの、舷灯を視認できなかったので錨泊船に見えたが、電子海図情報表示

装置（ＥＣＤＩＳ）*4で確認したところ、Ａ船が微速で航行しているのを 

知った。 

Ｂ船は、船長Ｂが、左舷船首方を南西進する２隻の船舶に接近しないよう、

右舷船首方に錨泊中のＣ船とＤ船との間を航行することとし、２３時２３分

ごろ中ノ瀬西方海域に向けて右転した。 

Ｂ船は、船長Ｂが、Ａ船が針路及び速力を維持していればＡ船と右舷対右

舷で０.２～０.３Ｍの距離で、錨泊中のＣ船とも０.２～０.３Ｍの距離でそ

れぞれ航過すると予測し、同じ針路及び速力で航行を続けた。 

船長Ｂは、２３時２４分ごろＡ船の舷灯が点灯しているのを視認した。 

船長Ｂは、２３時２６分ごろ、Ａ船が右転を開始したので、衝突のおそれ

を感じ、警告としての汽笛を吹鳴するとともに半速力後進を指示した。 

Ｂ船は、２３時２７分ごろ、その右舷船首部とＡ船の船首部とが衝突し、

その後、Ｃ船の船首部に向かって前進行き足で左回頭しながら南東進し、 

Ｂ船の船首部とＣ船の右舷船首部とが衝突した。 

Ｂ船は、海上保安庁からＶＨＦで呼び出され、船長Ｂが海上保安庁に本事

故の発生を通報し、乗組員により浸水がないことが確認された後、京浜港横

浜第３区ＹＬ３錨地に錨泊した。 

                         
*4
 「電子海図情報表示装置（ＥＣＤＩＳ：Electronic Chart Display and Information System）」

とは、ＩＨＯ（国際水路機関）の基準を満たす公式電子海図（航海用電子海図又は航海用ラスター

海図）上に自船の位置を表示するほか、レーダー、予定航路等その他の情報を重ねて表示すること

ができ、また、浅瀬等への接近警報を発する機能を持つ装置をいう。 
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   (3) Ｃ船 

Ｃ船は、船長Ｃ（フィリピン共和国籍）ほか１９人（フィリピン共和国籍

７人、キリバス共和国籍１２人）が乗り組み、３月２１日１５時４８分ごろ

京浜港東京第３区を出港し、ＹＬ４錨地において、待機する目的で、１７時

３６分ごろ右舷錨を投下して錨鎖を７節伸出し、単錨泊を開始した。 

     Ｃ船は、航海士Ｃが、２３時２６分ごろＡ船及びＢ船がＣ船の至近を航行

している状況を視認し、Ａ船及びＢ船に対し、警告としての汽笛を吹鳴した

ものの、Ａ船とＢ船とが衝突し、その後、Ｂ船がＣ船の船首部に向かって前

進行き足で左回頭しながら南東進し、Ｃ船の右舷船首部とＢ船の船首部とが

衝突した。 

Ｃ船は、船長Ｃが、航海士Ｃから報告を受けて昇橋し、ＶＨＦで海上保安

庁に本事故の発生を通報し、乗組員により浸水がないことが確認された。 

 

 本事故の発生日時は、平成３１年３月２１日２３時２７分ごろであり、発生場所は、

東京湾中ノ瀬西方第２号灯標から真方位３４４°１.１Ｍ付近であった。 

(付図１ 航行経路図、付図２ 航行経路図（拡大） 参照) 

 

２.２ 人の死亡及び負傷に関する情報 

 船長Ａ、船長Ｂ及び船長Ｃの口述によれば、死傷者はいなかった。 

 

２.３ 船舶の損傷に関する情報 

  (1) Ａ船は、船首部外板に破口を伴う凹損及び擦過傷を生じた。 

  (2) Ｂ船は、船首部外板及び右舷船首部外板にそれぞれ凹損及び擦過傷を生じた。 

  (3) Ｃ船は、右舷船首部外板に破口を伴う凹損及び擦過傷を生じた。 

（写真１、写真２、写真３ 参照） 

 

 

 

 

 

 

写真１ Ａ船の損傷状況 

 

 

 

船内から見た状況 
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写真２ Ｂ船の損傷状況 

 

 

 

 

 

 

写真３ Ｃ船の損傷状況 

 

２.４ 乗組員等に関する情報 

  (1) 性別、年齢、海技免状等 

船長Ａ 男性 ４４歳 国籍 アメリカ合衆国 

船長免状（アメリカ合衆国発給） 

      交付年月日 ２０１４年１０月２７日 

            （２０１９年１０月２７日まで有効） 

航海士Ａ 女性 ２５歳 国籍 アメリカ合衆国 

航海士免状（アメリカ合衆国発給） 

      交付年月日 ２０１５年１２月１９日 

            （２０２０年１２月１９日まで有効） 

水先人Ａ 男性 ７２歳  

東京湾水先区一級水先人水先免状 

      免 許 年 月 日 平成１２年１２月１９日 

      免状交付年月日 平成３０年１１月１５日 

      有効期間満了日 令和３年１２月１８日 

    船長Ｂ 男性 ５８歳 国籍 ロシア連邦 

締約国資格受有者承認証 船長（アンティグア・バーブーダ発給） 

交付年月日 ２０１７年４月２５日 

  （２０２２年１月２４日まで有効） 

船内から見た状況 
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    航海士Ｂ 男性 ３４歳 国籍 ロシア連邦 

締約国資格受有者承認証 航海士（アンティグア・バーブーダ発給） 

交付年月日 ２０１９年２月１５日 

            （２０２３年３月１２日まで有効） 

船長Ｃ 男性 ６２歳 国籍 フィリピン共和国 

締約国資格受有者承認証 船長（リベリア共和国発給） 

交付年月日 ２０１６年８月１１日 

  （２０２１年７月１４日まで有効） 

    航海士Ｃ 男性 ３６歳 国籍 フィリピン共和国 

締約国資格受有者承認証 航海士（リベリア共和国発給） 

交付年月日 ２０１６年８月１８日 

            （２０２０年４月２１日まで有効） 

  (2) 主な乗船履歴等 

    船長Ａ、水先人Ａ及び船長Ｂの口述並びに本件水先人会の回答書によれば、

次のとおりであった。 

① 船長Ａ 

     ２００９年１０月から船長職をとり、２０１７年７月からＡ船の船長とし

て乗船し、京浜港横浜区への入港経験は、船長として２８回、航海士として

７４回あった。 

     本事故当時、健康状態は良好であった。 

② 水先人Ａ 

     昭和４５年に船会社に就職し、船長として鉱石運搬船等に乗船し、平成 

１３年１月に東京湾の水先人として業務を開始し、月１７回程度、水先業務

を行っていた。 

     本事故当時、健康状態は良好であった。 

   ③ 船長Ｂ 

     ２００５年から船長職をとり、２００７年１０月からＢ船の船長として乗

船し、船長としての京浜港横浜区への入港経験は多数あった。 

     本事故当時、健康状態は良好であった。 

 

２.５ 船舶に関する情報 

 2.5.1 船舶の主要目 

   (1) Ａ船 

ＩＭＯ番 号  ９２２９６０９ 

船 籍 港  アメリカ合衆国 ウィルミントン 
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船舶所有 者  R&D INVESTMENTS INC（アメリカ合衆国） 

船舶管理会社  Ａ社（アメリカ合衆国） 

船    級  American Bureau of Shipping 

総 ト ン 数  １３,７６４トン 

Ｌ ×Ｂ ×Ｄ  １５４.００ｍ×２５.００ｍ×１３.６０ｍ 

船    質  鋼 

機    関  ディーゼル機関１基 

出    力  １１,０６０kＷ 

推 進 器  ６翼固定ピッチプロペラ１個 

進水年月 日  ２００１年５月１２日 

        （写真４ 参照）  

 

 

 

 

 

 

 

写真４ Ａ船 

 

   (2) Ｂ船 

ＩＭＯ番 号  ９３４３６６３ 

船 籍 港  アンティグア・バーブーダ セントジョンズ 

船舶所有 者  MARCLIFF SCHIFFAHRTS GMBH（ドイツ連邦共和国） 

船舶管理会社  Ｂ社（ドイツ連邦共和国） 

船    級  ＤＮＶ ＧＬ 

総 ト ン 数  ９,６１０トン 

Ｌ ×Ｂ×Ｄ   １４２.７０ｍ×２２.６０ｍ×１１.２０ｍ 

船    質  鋼 

機    関  ディーゼル機関１基 

出    力  ７,８６０kＷ 

推 進 器  ４翼固定ピッチプロペラ１個 

進水年月 日  ２００７年２月１６日 

        （写真５ 参照）  
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写真５ Ｂ船 

 

(3) Ｃ船 

ＩＭＯ番 号  ９４３６０９４ 

船 籍 港  リベリア共和国 モンロビア 

船舶所有 者  HANSA STEINBURG MBH & CO KG（ドイツ連邦共和国） 

船舶管理会社  LEONHARDT & BLUMBERG SHIPMGMT（ドイツ連邦共和国） 

船    級  ＤＮＶ ＧＬ 

総 ト ン 数  １８,２５２トン 

Ｌ ×Ｂ ×Ｄ  １７５.００ｍ×２７.００ｍ×１４.３０ｍ 

船    質  鋼 

機    関  ディーゼル機関１基 

出    力  １６,６６０kＷ 

推 進 器  ５翼固定ピッチプロペラ１個 

建 造 年  ２０１０年 

        （写真６ 参照）   

 

 

 

 

 

 

写真６ Ｃ船 

 

 2.5.2 積載状態 

   (1) Ａ船 
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     船長Ａの回答書によれば、Ａ船は、本事故当時、コンテナ２０５個（満載

時１,０７８ＴＥＵ*5）を積載しており、喫水が、船首約６.１０ｍ、船尾約

７.２０ｍであった。 

   (2) Ｂ船 

     船長Ｂの回答書によれば、Ｂ船は、本事故当時、コンテナ４９６個（満載

時１,０４９ＴＥＵ）を積載しており、喫水が、船首約５.２０ｍ、船尾約 

６.８１ｍであった。 

(3) Ｃ船 

     船長Ｃの回答書によれば、Ｃ船は、本事故当時、コンテナ１,０３６  

個（満載時１,７４０ＴＥＵ）を積載しており、喫水が、船首約７.６０ｍ、

船尾約８.８０ｍであった。 

 

 2.5.3 船舶の設備に関する情報 

   (1) Ａ船 

Ａ船は、船橋中央に操舵装置が設置され、その右舷側にレーダー１台が、

左舷側に主機遠隔操縦装置、レーダー２台及びレーダー映像を重畳表示でき

るＥＣＤＩＳが設置されていた。 

   (2) Ｂ船 

     Ｂ船は、船橋中央に操舵装置が設置され、その右舷側に主機遠隔操縦装置、

レーダー１台及びレーダー映像を重畳表示できるＥＣＤＩＳが、左舷側に 

レーダー１台がそれぞれ設置されていた。 

(3) Ｃ船 

Ｃ船は、船橋中央に主機遠隔操縦装置が設置され、その右舷側にレーダー

１台、レーダー映像を重畳表示できるＥＣＤＩＳ及び操舵装置等が、左舷側

にレーダー１台がそれぞれ設置されていた。 

 

 2.5.4 船橋からの見通し 

    Ａ船、Ｂ船及びＣ船の船首方に死角を生じさせる構造物はなかった。 

 

 2.5.5 操縦性能に関する情報 

   (1) Ａ船 

     Ａ船の速力性能表及び操縦性能表によれば、Ａ船の運動性能等は、次のと

おりであった。 

                         
*5
 「ＴＥＵ：Twenty foot Equivalent Unit」とは、２０フィートコンテナ１個を単位としたコンテ

ナ数量をいう。 
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① 主機回転数と速力 

種別 
主機回転数 

毎分(rpm) 

載荷状態速力 

（kn） 

空荷状態速力 

（kn） 

全速力前進 ７５.０     １１.５     １２.４ 

     半速力前進 ６５.０      ９.０     １１.１ 

     微速力前進 ５４.０       ７.５       ９.６ 

   極微速力前進 ３８.０       ５.５       ６.９ 

② 旋回性能 

 種別 旋回縦距*6 

(ｍ) 

旋回横距*7 

(ｍ) 

旋回径*8 

(ｍ) 

時間 

(秒) 

右旋回 
全速力前進 ３５１.６ ２１９.３ ５２４.６ ２６４ 

半速力前進 ３３９.６ ２０９.４ ５０５.５ ２７６ 

左旋回 
全速力前進 ３６４.４ １９２.０ ４８６.４ ２５０ 

半速力前進 ３４９.３ １９６.０ ４７０.８ ２５１ 

③ 全速力後進としてから停止するまでの時間及び距離 

後進発令時の状態 
時間 

(秒) 

距離 

(ｍ) 

９０％ＭＣＲ*9運転時 ３２４ １７３１.０ 

５０％ＭＣＲ運転時 ２８５  １３５４.９ 

   (2) Ｂ船 

     Ｂ船の速力性能表及び海上試運転成績表によれば、Ｂ船の運動性能等は、

次のとおりであった。 

① 主機回転数と速力 

種別 
主機回転数 

毎分(rpm) 

載荷状態速力 

（kn） 

港内全速力前進 ９０.０     １３.８ 

    半速力前進 ７２.０     １０.８ 

    微速力前進 ５０.０       ７.２ 

                         
*6
 「旋回縦距」とは、転舵時の船体の重心位置から９０°回頭したときの船体重心の原針路方向の

進出距離をいう。 
*7
 「旋回横距」とは、転舵時の船体の重心位置から９０°回頭したときの、船体重心の原針路上か

らの横移動距離をいう。 
*8
 「旋回径」とは、転舵時の船体の重心位置から１８０°回頭したときの船体重心の原針路上から

の横移動距離をいう。 
*9
 「ＭＣＲ（Maximum Continuous output Rating）」とは、主機関における連続最大出力をいう。 
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   極微速力前進 ３５.０       ４.７ 

② 旋回試験結果 

 主機回転数 

毎分 (rpm) 

旋回縦距 

(ｍ) 

時間 

(秒) 

旋回径 

(ｍ) 

右旋回 １２９.２ ４０３.５  ２９３ ５９３.８ 

左旋回 １２５.８  ４０７.１ ２７８ ５６１.７ 

③ 全速力後進としてから停止するまでの時間及び距離 

後進発令時の速力(kn) 時間(秒) 距離(ｍ) 

１８.３      ２７０     １,７０６ 

 

2.5.6 船体、主機関等に関する情報 

    船長Ａ、船長Ｂ及び船長Ｃの口述によれば、本事故当時、Ａ船、Ｂ船及び 

Ｃ船の船体、機関及び機器類に不具合又は故障はなかった。 

 

２.６ 気象及び海象に関する情報 

 2.6.1  気象及び波浪観測値等 

(1) 気象観測値 

本事故現場の西約６.１km に位置する横浜地方気象台における観測値は、

次のとおりであり、２３時００分ごろの天気は晴れ、視程は２０.０km で 

あった。 

時刻 風向 
平均風速 

（m/s） 

最大瞬間風速 

（m/s） 

降水量 

（mm） 

２３時２０分 南西 ６.６   １３.４ なし 

２３時３０分 南西 ５.７   １１.５ なし 

(2) 潮汐 

海上保安庁刊行の潮汐表によれば、京浜港横浜区における本事故当時の潮

汐は、ほぼ低潮時であった。 

 

 2.6.2 乗組員等による観測 

    Ａ船の航海日誌によれば、２２時００分の天気は晴れで、風速８m/s の西南

西の風が吹き、視程は２０km 以上であった。 

水先人Ａの回答書によれば、本事故当時の天気は曇りで、風速８m/s の南西

の風が吹き、視界は良好であった。 

船長Ｃの回答書によれば、本事故当時の天気は、晴れ、南西の風、風力５、
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視程は５Ｍ以上であった。 

 

２.７ Ａ船の安全管理に関する情報 

 Ａ社の安全管理マニュアルには、水先人が乗船しているときの船長及び当直航海士

の責任について、次のとおり定められていた。（抜粋の仮訳） 

  (1) 船長及びブリッジチームの責務は、水先人乗船中においても、船長及び当直

航海士にある。 

  (2) 船長及びブリッジチームは、水先人の動作を注意深く監視しなければならな

い。 

(3) 船長及び当直航海士は、水先人の操船及び意図が正しくないと判断した場合

には、直ちに直接操船を指揮し、船舶の安全を確保しなければならない。 

 

２.８ Ａ船及びＢ船の無線交信に関する情報 

 水先人Ａ及び船長Ｂの口述によれば、次のとおりであった。 

  (1) 水先人Ａは、本事故当時、Ｂ船が右転して左舷対左舷で航過するものと予測

していたので、ＶＨＦで連絡を取る必要性を感じていなかった。 

   (2) 船長Ｂは、本事故当時、Ａ船と右舷対右舷で無難に航過するものと予測して

いたので、ＶＨＦで連絡を取るまでもないと思っていた。 

 

 

３ 分 析 
 

３.１ 事故発生の状況 

 3.1.1 事故発生に至る経過 

  ２.１から、次のとおりであった。 

   (1) Ａ船 

    ① Ａ船は、平成３１年３月１９日京浜港に向けて大韓民国釜山港を出港し

たものと推定される。 

② Ａ船は、２１日２１時５５分ごろ浦賀水道航路中央第１号灯浮標付近の

パイロットステーションにおいて水先人Ａを乗船させ、京浜港横浜第 

５区ＹＬ４錨地に向けて東京湾中ノ瀬西方海域を航行したものと考えら

れる。 

③ Ａ船は、２３時２２分０４秒ごろＹＬ４錨地に錨泊中のＣ船とＤ船との

間に向けて針路０１１.３°、速力５.９knで航行したものと推定される。 

    ④ Ａ船は、２３時２４分０４秒ごろ針路００２.０°、速力５.９knで航行
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したものと推定される。 

    ⑤ Ａ船は、２３時２５分ごろ右舵一杯とし、その後、主機を微速力前進と

したものと推定される。 

    ⑥ Ａ船は、２３時２６分ごろ機関停止及び全速力後進としたものと推定さ

れる。 

    ⑦ Ａ船は、右転中、Ｂ船と衝突したものと推定される。 

   (2) Ｂ船 

    ① Ｂ船は、２１日２３時０６分ごろ名古屋港に向けて京浜港横浜第２区の

本牧ふ頭ＢＣコンテナターミナルを離岸し、その後、横浜航路に入航して

南東進したものと考えられる。 

② Ｂ船は、２３時２０分ごろ横浜航路を出航し、２２分３６秒ごろ錨泊中

のＣ船とＤ船との間に向けて右転を開始したものと推定される。 

③ Ｂ船は、２３時２４分４９秒ごろ針路１５５.０°、速力１１.５kn で

航行したものと推定される。 

④ Ｂ船は、２３時２６分０８秒ごろ左転を開始したものと推定される。 

⑤ Ｂ船は、２３時２６分４５秒ごろ半速力後進としたものと推定される。 

⑥ Ｂ船は、左転中、Ａ船と衝突し、その後、前進行き足で左回頭して南東

進し、Ｃ船と衝突したものと推定される。 

(3) Ｃ船 

    ① Ｃ船は、２１日１７時３６分ごろＹＬ４錨地において単錨泊を開始した

ものと考えられる。 

② Ｃ船は、錨泊中、Ａ船と衝突したＢ船が前進行き足で左回頭して南東進

し、Ｂ船と衝突したものと推定される。 

 

 3.1.2 事故発生日時及び場所 

  ２.１から、本事故の発生日時は、Ａ船、Ｂ船及びＣ船のＶＤＲに衝撃音が記録

されていた平成３１年３月２１日２３時２７分ごろであり、発生場所は東京湾中ノ

瀬西方第２号灯標から３４４°１.１Ｍ付近であったものと推定される。 

 

 3.1.3 死傷者等の情報 

  ２.２から、Ａ船、Ｂ船及びＣ船にいずれも死傷者はいなかったものと考えられ

る。 

 

 3.1.4 損傷の状況 

  ２.３から、次のとおりであった。 
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   (1) Ａ船は、船首部外板に破口を伴う凹損及び擦過傷を生じた。 

(2) Ｂ船は、船首部外板及び右舷船首部外板にそれぞれ凹損及び擦過傷を生じ

た。 

   (3) Ｃ船は、右舷船首部外板に破口を伴う凹損及び擦過傷を生じた。 

 

３.２ 事故要因の解析 

 3.2.1 乗組員等の状況 

  ２.４から次のとおりであった。 

   (1) 船長Ａ 

     適法で有効な海技免状を有していた。 

     本事故当時、健康状態は良好であったものと考えられる。 

   (2) 水先人Ａ 

     適法で有効な水先免状を有していた。 

     本事故当時、健康状態は良好であったものと考えられる。 

   (3) 船長Ｂ 

適法で有効な締約国資格受有者承認証を有していた。 

本事故当時、健康状態は良好であったものと考えられる。 

 

 3.2.2 船舶の状況 

  2.5.6 から、本事故当時、Ａ船、Ｂ船及びＣ船の船体、機関及び機器類に不具合

又は故障はなかったものと考えられる。 

 

 3.2.3 気象及び海象の状況 

  ２.６から、本事故当時、天気は晴れで、風力５の南西風が吹き、視程は５Ｍ以

上あり、潮汐はほぼ低潮時であったものと考えられる。 

 

3.2.4 見張り及び操船の状況 

  ２.１、２.８及び 3.1.1 から、次のとおりであった。 

   (1) Ａ船 

    ① 船長Ａは、２３時１８分ごろ錨泊に備えて船首部の作業灯の点灯を指示

したものと推定される。 

    ② 船長Ａ及び水先人Ａは、２３時２３分ごろＢ船が右転するのを認めたが、

Ａ船がＣ船側に寄せながら北進していたことから、Ｂ船がＡ船とＣ船との

間の狭い海域を航行することはなく、Ｂ船が再度右転してＡ船と左舷対左

舷で航過すると予測し、Ｂ船と左舷対左舷で航過しようとして同じ針路及
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び速力で航行を続けたものと考えられる。 

     ③ 船長Ａ及び水先人Ａは、Ｂ船の右転を期待していたものの、右転するこ

となくＡ船に向けて航行するＢ船に対し、注意喚起の目的で長音１回の汽

笛吹鳴を行ったものと推定される。 

④ 船長Ａ及び水先人Ａは、危険な状況であることを認識していたものの、

Ａ船の汽笛を聞いたＢ船が再度右転すればＢ船と左舷対左舷で航過できる

と思っていたものと考えられる。 

⑤ 水先人Ａは、２３時２５分ごろ、Ｂ船が針路を変更せずにＡ船に接近し

続けているのを認め、右舵一杯を指示した後、汽笛吹鳴を指示し、船長Ａ

は、汽笛吹鳴及び汽笛吹鳴に連動する発光信号を行ったものと推定される。 

    ⑥ 船長Ａは、２３時２６分ごろＢ船との衝突のおそれを感じ、航海士Ａに

機関停止及び全速力後進を指示したものと推定される。 

        ⑦ 水先人Ａは、本事故当時、Ｂ船が右転して左舷対左舷で航過するものと

予測し、ＶＨＦで連絡を取る必要性を感じていなかったものと考えられる。 

   (2) Ｂ船 

① 船長Ｂは、横浜航路を出航した後、Ａ船が作業灯を点灯したのを視認し

たものの、舷灯を視認できず、Ａ船を錨泊船と認識していたが、その後、

ＥＣＤＩＳでＡ船が微速で航行していることを知ったものと考えられる。 

② Ｂ船は、船長Ｂが、左舷船首方を南西進する２隻の船舶に接近しないよ

う、錨泊中のＣ船とＤ船との間を航行することとし、２３時２３分ごろ中

ノ瀬西方海域に向けて右転したものと考えられる。 

③ 船長Ｂは、Ａ船が針路及び速力を維持していればＡ船と右舷対右舷で 

０.２～０.３Ｍの距離で、錨泊中のＣ船とも０.２～０.３Ｍの距離でそれ

ぞれ航過すると予測し、Ａ船と右舷対右舷で航過しようとして同じ針路及

び速力で航行を続けたものと考えられる。 

    ④ 船長Ｂは、２３時２６分ごろ右転したＡ船との衝突のおそれを感じ、警

告としての汽笛を吹鳴するとともに半速力後進を指示したものと考えられ

る。 

    ⑤ 船長Ｂは、本事故当時、Ａ船と右舷対右舷で無難に航過するものと予測

し、ＶＨＦで連絡を取るまでもないと思っていたものと考えられる。 

   (3) Ｃ船 

航海士Ｃは、２３時２６分ごろＡ船及びＢ船がＣ船の至近を航行している

状況を視認し、Ａ船及びＢ船に対し、警告としての汽笛を吹鳴したものと考

えられる。 
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 3.2.5 衝突危険度に関する解析 

Ａ船及びＢ船の衝突の危険状態を定量評価する目的で、ＡＩＳ記録を基にして 

ＯＺＴ*10、ＣＪ*11、ＳＪ*12、ＣＲ*13及びＢＣ*14の５種類の評価指標を用いて衝突危

険度の評価を行った。 

ただし、衝突危険度の評価結果は、船舶の位置情報、速力等を基に算出したもの

であり、船長Ａ、水先人Ａ及び船長Ｂの操船意図及び衝突の危険に関する認識を加

味したものではない。 

なお、Ａ船及びＢ船の位置の基準点は、ＧＰＳのアンテナ位置とした。 

   (1) ＯＺＴを用いた避航に関する評価  

ＯＺＴの発生は、５分以内に自船の針路の左右１０°以内（本事故調査に

おける設定値）において、他船によってその進路を妨害される領域が存在す

ることであり、何らかの行動によりＯＺＴの発生した領域を避ける必要があ

る。 

Ａ船及びＢ船のＯＺＴの発生は、両船共に２３時２３分ごろであり、５分

以内に両船間の距離が０.１Ｍ以下（本事故調査における最小安全航過距離

の設定値）の危険な状態に陥る状況であった。 

なお、２３時２３分ごろから衝突直前まで、Ａ船が遭遇したＯＺＴは、Ａ

船の進路より右方の海域に発生し、Ｂ船が遭遇したＯＺＴは、Ｂ船の進路上

の海域に発生していた。 

（図１ 参照） 

 

                         
*10

 「ＯＺＴ（Obstacle Zone by Target）」とは、他船によって近い将来妨害される領域を示すもの

をいう。具体的には、ある時刻において、他船の針路及び速力が一定である条件のもと、将来、自

船と他船が最小安全航過距離以内（本事故調査においては、船体中心からの距離を０.１Ｍ以内と

設定）に接近する水域をいう。自船の針路は、可変としていることから、自船からみた他船の  

ＯＺＴは、他船の針路上にのみ存在する。同様に、他船からみた自船のＯＺＴは、自船の針路上に

のみ存在する。 
*11

 「ＣＪ（Collision Judgement）」とは、１対１の見合い関係にある２船の衝突危険度を示す指標

をいう。相手船との相対距離とその変化率、及び相対方位とその変化率から算出されるものであり、

相手船が近づくにつれて危険度は増加する。 
*12

 「ＳＪ（Subject Judgement）」とは、ある船舶から別の船舶までの距離および相対方位の変化率

の組み合わせによって、一般的な操船者からみた主観的な２船間の衝突危険度を評価する。 
*13

 「ＣＲ（Collision Risk）」とは、２船間の相対位置及び相対速度から決定される最接近時間と最

接近距離を用い、操縦性能などの船舶特性を考慮して衝突危険度を評価する。 
*14

 「ＢＣ（Blocking Coefficient）」とは、自船が変速と変針による避航を行う場合において、周囲

に存在する船舶等との衝突危険度に変速と変針の避航手段の選好度（操船手段としての望ましさ、

好ましさをいう。）を表す重み係数を乗じたものを用いて、周囲に存在する船舶等によって閉塞さ

れる度合い（避航操船空間閉塞度）を示す指標をいう。 

  なお、事故当時は入港直前の状況であり、機関による減速が可能であったことから、避航手段は

変針と減速の両方とした。 
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図１ Ａ船及びＢ船が遭遇したＯＺＴの位置 

 

   (2) ＣＪ、ＳＪ及びＣＲを用いた２船間の危険状態の評価 

① ＣＪ 

ＣＪ値は、２船の衝突危険度を相対関係から計算して示す指標であり、

ＣＪ値が取りうる範囲は－∞から＋∞で、正の値が危険を示す。 

Ａ船及びＢ船が互いを対象として評価したＣＪ値は、両船共に２３時 

２３分ごろから上昇し始め、２３時２４分ごろからＡ船のＣＪ値が、２３

時２４分以降にＢ船のＣＪ値がそれぞれ負の値から危険な状態を示す正の

値に転じ、両船共に、その後も上昇し続け、２３時２６分ごろから急激に

上昇している。 

Ｄ船 

Ｃ船 

 

 

Ｂ船が遭遇したＯＺＴの位置 

Ａ船が遭遇したＯＺＴの位置 

Own ship (A)から見た OZT(例) 

Own ship (A) 

Target ship (B) 
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② ＳＪ 

ＳＪ値は、２船の衝突危険度を一般的な操船者の経験値等のフィルター

を通して計算して示す指標で、操船者が感じる衝突の危険度を示す値であ

り、ＳＪ値が取りうる範囲は－３から＋３で、負の値が危険を示す。 

 

 

 

Ａ船及びＢ船のＳＪ値は、２３時２４分前後に正の値から危険な状態を

示す負の値に転じ、２３時２４分以降、Ａ船については、－２を、Ｂ船に

ついては、－２を超える値をそれぞれ示した。 

なお、Ａ船及びＢ船のＳＪ値ともに、２３時２６分前後に安全側である

正の値に転じているが、これは、ＳＪ値の入力変数に方位変化率が含まれ

ており、同時刻ごろから、両船が至近に接近し、互いの方位変化率が大き

くなる状況となったことに起因するものである。 

③ ＣＲ 

ＣＲ値は、２船間の衝突危険度を最接近時間（ＴＣＰＡ）及び最接近距

離（ＤＣＰＡ）に加え、操縦性能などの船舶特性を考慮して計算される指

標であり、ＣＲ値が取りうる範囲は－１から１で、数値の絶対値が大きい

ほど危険を示し、負の値は最接近点を過ぎ去った後の状態を表す。 

Ａ船及びＢ船のＣＲ値は、２３時２２分ごろから上昇し、２３時２５分

以降に最大値を示した。 

（図２ 参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SJ=-3 きわめて危険、SJ=-2 危険、SJ=-1 やや危険 

SJ= 0 どちらともいえない 

SJ=+1 やや安全、SJ=+2 安全、SJ=+3 きわめて安全 
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図２ 衝突危険度の時間変化（ＣＪ、ＳＪ、ＣＲ） 

 

(3) ＢＣを用いた操船自由度の評価 

ＢＣ値の上昇は、操船自由度が低下することを示しており、取りうる範囲

は０から１である。 

Ａ船及びＢ船並びに付近の錨泊船を考慮して評価したＢＣ値は、２３時 

２３分以降、錨泊船を考慮していないＢＣ値よりも一定程度大きく、同時刻

以降急激に上昇しており、Ａ船については、２３時２４分ごろ最大値に近い

値を示し、また、Ｂ船については、２３時２６分ごろ最大値を示した。 

（図３ 参照） 
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図３ 衝突危険度の時間変化（ＢＣ） 

 

3.2.6 衝突危険度の定量評価を用いた見張り及び操船に関する解析 

  3.2.4 及び 3.2.5 から、次のとおりであった。 

   (1) Ａ船 

① Ａ船は、Ｂ船が右転した後の２３時２３分以降、Ｂ船及び付近の錨泊船

を考慮して評価したＢＣ値が、Ｂ船のみを対象として評価したＢＣ値より

も一定程度大きい値を示し、上昇を続けていることから、錨泊船により避

航海域が制限されている中で、Ｂ船との接近により操船自由度が低下する

状況が続いていたものと考えられる。 

        ② Ａ船は、２３時２３分ごろ、進路より右方の海域にＢ船によるＯＺＴが

発生していたことから、右方への変針が制限された状況にあったものと考

えられる。 

    ③ Ａ船は、２３時２３分ごろＢ船を対象として評価したＣＪ値が上昇し、

２３時２４分以降ＳＪ値が－２を示しており、Ｂ船との衝突の危険度が高

くなる状況にあったものと考えられる。 

    ④ Ａ船は、上記①～③の衝突危険度の各指標から、操船自由度が低下し、

Ｂ船との衝突の危険度が高まる状況下において、船長Ａ及び水先人Ａが、

右転したＢ船が、Ａ船とＣ船との間の狭い海域を航行することはなく、再

度右転してＡ船と左舷対左舷で航過すると予測し、Ｂ船と左舷対左舷で航

過しようとしたことから、同じ針路及び速力で航行を続けたものと考えら

れる。 

⑤ 船長Ａ及び水先人Ａは、上記④と同様、操船自由度が低下し、Ａ船と 

Ｂ船との衝突の危険度が高まる状況下において、右転することなくＡ船に

向けて航行するＢ船との衝突の危険を認識し、注意喚起の目的で長音１回

の汽笛吹鳴を行い、この汽笛を聞いたＢ船が再度右転すればＢ船と左舷対
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左舷で航過できると思っていたものと考えられる。 

⑥ Ａ船は、２３時２５分ごろＣＲ値が最大値を示し、２３時２６分ごろか

らＣＪ値が急激に上昇し続けていることから、Ａ船とＢ船との衝突の危険

度が極めて高い状況下において、水先人Ａが、右舵一杯を指示した後、汽

笛吹鳴を指示し、また、船長Ａが、Ｂ船との衝突の危険を認識し、   

航海士Ａに機関停止及び全速力後進を指示したものと考えられる。 

⑦ Ａ船は、上記①～⑥から、錨泊中の船舶が存在し、狭隘
きょうあい

となった錨地

内において、錨泊船により避航海域が、Ｂ船により右方への変針がそれぞ

れ制限され、２３時２３分以降、操船自由度が低下するとともに衝突の危

険度が高まっていく中で、Ｂ船の右転を期待することなく、早期に減速す

るなどの措置を講じることにより本事故の発生を防止することができたも

のと考えられる。 

   (2) Ｂ船 

① Ｂ船は、右転した後の２３時２３分以降、Ａ船及び付近の錨泊船を考慮

して評価したＢＣ値が、Ａ船のみを対象として評価したＢＣ値よりも一定

程度大きい値を示し、上昇を続けていることから、錨泊船により避航海域

が制限されている中で、Ａ船との接近により操船自由度が低下する状況が

続いていたものと考えられる。 

    ② Ｂ船は、２３時２３分ごろ、進路上の海域にＡ船によるＯＺＴが発生し

ていたことから、同海域を避ける必要があったものと考えられる。 

    ③ Ｂ船は、２３時２３分ごろＡ船を対象として評価したＣＪ値が上昇し、

２３時２４分以降ＳＪ値が－２を超える値を示しており、Ａ船との衝突の

危険度が高くなる状況にあったものと考えられる。 

    ④ Ｂ船は、上記①～③の衝突危険度の各指標から、操船自由度が低下し、

Ｂ船とＡ船との衝突の危険度が高まる状況下において、船長Ｂが、Ａ船が

針路及び速力を維持していればＡ船と右舷対右舷で無難に航過すると予測

し、Ａ船と右舷対右舷で航過しようとしたことから、同じ針路及び速力で

航行を続けたものと考えられる。 

⑤ Ｂ船は、２３時２５分ごろＣＲ値が最大値を示し、２３時２６分ごろ 

ＣＪ値が急激に上昇し続けていることから、Ｂ船とＡ船との衝突の危険度

が極めて高い状況下において、船長Ｂが、右転したＡ船との衝突の危険を

認識し、警告としての汽笛を吹鳴するとともに半速力後進を指示したもの

と考えられる。 

⑥ Ｂ船は、上記①～⑤から、錨泊中の船舶が存在し、狭隘となった錨地内

において、錨泊船により避航海域が、Ａ船により現進路で航行を続けるこ
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とがそれぞれ制限され、２３時２３分以降、操船自由度が低下するととも

に衝突の危険度が高まっていく中で、Ａ船の船首方至近を航行しようとす

ることなく、早期に減速するなどの措置を講じることにより本事故の発生

を防止することができたものと考えられる。 

 (図４ 参照)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ 見張り及び操船の状況並びに衝突危険度の定量評価に係る時系列 

 

 3.2.7 事故発生に関する解析 

  3.1.1 及び 3.2.4～3.2.6 から、次のとおりであった。 

   (1) Ａ船は、予定錨地に向けて錨泊中のＣ船とＤ船との間を北進し、また、 

Ｂ船は、左舷船首方を南西進する２隻の船舶に接近しないよう、錨泊中の 

Ｃ船とＤ船との間を航行することとし、２３時２３分ごろ中ノ瀬西方海域に

向けて右転し、南南東進したものと考えられる。 

   (2) Ａ船は、Ｂ船が右転した２３時２３分ごろ以降、操船自由度が低下し、 

Ｂ船との衝突の危険度が高まる状況下において、船長Ａ及び水先人Ａが、 

Ｂ船が、Ａ船とＣ船との間の狭い海域を航行することはなく、再度右転して

Ａ船と左舷対左舷で航過すると予測し、Ｂ船と左舷対左舷で航過しようとし

たことから、Ｂ船と接近するまで同じ針路及び速力で航行を続けたものと考

えられる。 

(3) Ｂ船は、右転した２３時２３分ごろ以降、操船自由度が低下し、Ａ船との

衝突の危険度が高まる状況下において、船長Ｂが、Ａ船が針路及び速力を維

持していればＡ船と右舷対右舷で無難に航過すると予測し、Ａ船と右舷対右

舷で航過しようとしたことから、Ａ船と接近するまで同じ針路及び速力で航
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行を続けたものと考えられる。 

(4) 船長Ａ及び水先人Ａは、Ｂ船との衝突の危険度が高まる状況下において、

右転することなくＡ船に向けて航行するＢ船との衝突の危険を認識し、汽笛

吹鳴を行い、この汽笛を聞いたＢ船が再度右転すればＢ船と左舷対左舷で航

過できると思っていたものと考えられる。 

(5) Ａ船は、２３時２５分～２６分ごろ、北進中、Ｂ船の進路と交差し、衝突

の危険度が極めて高い状況下、水先人Ａが、右舵一杯を指示した後、汽笛吹

鳴を指示し、また、船長Ａが、Ｂ船との衝突の危険を認識し、航海士Ａに機

関停止及び全速力後進を指示したものの、船首部とＢ船の右舷船首部とが衝

突したものと考えられる。 

(6) Ｂ船は、２３時２５分～２６分ごろ、南南東進中、Ａ船の進路と交差し、

衝突の危険度が極めて高い状況下、船長Ｂが、右転したＡ船との衝突の危険

を認識し、警告としての汽笛を吹鳴するとともに半速力後進を指示したもの

の、右舷船首部とＡの船首部とが衝突し、その後、前進行き足のある中、左

回頭して南東進し、Ｃ船と衝突したものと考えられる。 

   (7) Ａ船及びＢ船は、本事故当時、ＶＨＦによる交信を行っていなかったが、

それぞれの進路が交差して衝突の危険度が高まる状況下において、早期に 

ＶＨＦによる交信を行うことにより、互いの操船意図を確認して早期に減速

するなど、衝突を避けるための措置を講じることができたものと考えられる

ことから、両船がＶＨＦによる交信を行わずに航行を続けたことは、本事故

の発生に関与したものと考えられる。 

 

 

４ 原 因 

 

本事故は、夜間、錨泊船が存在し、狭隘となった京浜港横浜第５区の錨地内におい

て、Ａ船が予定錨地に向けて北進中、Ｂ船が中ノ瀬西方海域に向けて南南東進中、 

Ａ船及びＢ船が、錨泊中のＣ船とＤ船との間で進路が交差し、衝突の危険度が高まる

状況下、船長Ａ及び水先人Ａが、Ｂ船と左舷対左舷で航過しようとし、また、船長Ｂ

が、Ａ船と右舷対右舷で航過しようとし、互いに接近するまで同じ針路及び速力で航

行を続けたため、Ａ船とＢ船とが衝突し、その後、Ｂ船が、前進行き足のある中、 

左回頭して南東進したことにより、Ｃ船に衝突したものと考えられる。 

船長Ａ及び水先人Ａが、Ｂ船と左舷対左舷で航過しようとし、Ｂ船と接近するまで

同じ針路及び速力で航行を続けたのは、右転したＢ船が、Ａ船とＣ船との間の狭い海
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域を航行することはなく、再度右転してＡ船と左舷対左舷で航過すると予測したこと

によるものと考えられる。 

船長Ｂが、Ａ船と右舷対右舷で航過しようとし、Ａ船と接近するまで同じ針路及び

速力で航行を続けたのは、Ａ船が針路及び速力を維持していればＡ船と右舷対右舷で

無難に航過すると予測していたことによるものと考えられる。 

Ａ船及びＢ船は、それぞれの進路が交差して衝突の危険度が高まる状況下において、

早期にＶＨＦによる交信を行うことにより、互いの操船意図を確認して早期に減速す

るなど、衝突を避けるための措置を講じることができたものと考えられることから、

両船がＶＨＦによる交信を行わずに航行を続けたことは、本事故の発生に関与したも

のと考えられる。 

 

 

５ 再発防止策 
 

本事故は、夜間、錨泊船が存在し、狭隘となった京浜港横浜第５区の錨地内におい

て、Ａ船が北進中、Ｂ船が南南東進中、Ａ船及びＢ船が、錨泊中のＣ船とＤ船との間

で進路が交差し、衝突の危険度が高まる状況下、船長Ａ及び水先人Ａが、Ｂ船が右転

して左舷対左舷で航過すると予測し、また、船長Ｂが、Ａ船が針路及び速力を維持し

て右舷対右舷で無難に航過すると予測し、互いに接近するまで同じ針路及び速力で航

行を続けたため、Ａ船とＢ船とが衝突し、その後、Ｂ船が、前進行き足のある中、左

回頭して南東進したことにより、Ｃ船に衝突したものと考えられる。 

また、Ａ船及びＢ船は、それぞれの進路が交差して衝突の危険度が高まる状況下に

おいて、早期にＶＨＦによる交信を行うことにより、互いの操船意図を確認して早期

に減速するなど、衝突を避けるための措置を講じることができたものと考えられるこ

とから、両船がＶＨＦによる交信を行わずに航行を続けたことは、本事故の発生に関

与したものと考えられる。 

 

 したがって、同種事故の再発防止のため、次の措置を講じる必要がある。 

  (1) 大型船舶は、錨泊船が存在し、狭隘となった錨地内で他船と進路が交差して

接近するなどの状況を極力回避すること。 

  (2) 船長及び水先人は、他船の接近を認めた場合、他船の動静を思い込みで判断

することなく、ＶＨＦによる交信を積極的、かつ適切に行うことにより、互

いの操船意図を早期に確認すること。  

  (3) 船長及び水先人は、周囲の航行船舶及び錨泊船の状況等を考慮し、他船と著

しく接近することになるかどうか又は他船と衝突のおそれがあるかどうかを
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判断し、他船と著しく接近することになり、又は他船と衝突のおそれがある

と判断した場合、十分に余裕のある時期に、早期に減速するなどの衝突を避

けるための措置を講じること。 

 

５.１ 事故後に講じられた事故等防止策 

 5.1.1 Ａ社により講じられた措置 

  Ａ社は、本事故後、全運航船舶に対し、本事故の概要を周知するとともに、次の

措置を講じた。 

(1) 全運航船舶に対し、ＢＴＭ*15の手順を改めて周知した。 

(2) 全運航船舶に対し、他船が法令を遵守していない、又は他船が予期せぬ動

作を取った場合に備え、常にそれらに対応する避航計画を立てておくよう周

知した。 

(3) 錨泊時及び水先人乗船時における見張りの強化に関する方針を見直すこと

とした。 

(4) 定例の安全会議、安全教育等で本事故事例を活用することとした。 

 

5.1.2 本件水先人会により講じられた措置 

本件水先人会は、本事故後、所属する水先人に次の事項を周知した。 

(1) 投錨の際、錨泊船が存在する狭隘な錨地内で他船と行き合う状況は極力避

け、そのような状況が予見される場合には、減速又は錨地に入る前に進路を

変更し、衝突のおそれがある見合い関係になることを回避すること。 

    (2) 航路入口付近の錨地に投錨する際、事前にポートラジオ等と連絡を取り、

入出航船の有無を確認し、入出航船があり、接近するおそれがある場合、相

手船とＶＨＦで連絡を取り、同船の操船意図を確認すること。 

(3) 夜間、錨泊船の付近を航行する際、錨泊船の停泊灯などにより他船から視

認し難い場合があることを認識すること。 

(4) 相手船の動静に疑念を持った時は、前広に、夜間であれば昼間信号灯の

使用による警告を行うとともに、危険な見合い関係にならないよう必要な

措置を採ること。 

(5) 衝突の危険等を感じた場合には、躊躇
ちゅうちょ

することなく、早期に舵を一杯と

する及び機関を全速力後進とするなどの措置を採ること。 

 

                         
*15

 「ＢＴＭ：Bridge Team Management）」とは、船橋のチームメンバーが船橋のあらゆる資源を利用

し、明確な基準の下、組織的に安全運航を達成させるための実践的管理手法をいう。 
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６ 安全勧告 
 

本事故は、夜間、錨泊船が存在し、狭隘となった京浜港横浜第５区の錨地内におい

て、APL GUAM が予定錨地に向けて北進中、MARCLIFF が中ノ瀬西方海域に向けて南南

東進中、APL GUAM 及び MARCLIFF が、錨泊中の HANSA STEINBURG ともう１隻の錨泊船

との間で進路が交差する状況下、APL GUAM の船長及び水先人が、MARCLIFF が右転し

て左舷対左舷で航過すると予測し、また、MARCLIFF の船長が、APL GUAM が針路及び

速力を維持して右舷対右舷で無難に航過すると予測し、互いに接近するまで同じ針路

及び速力で航行を続けたため、APL GUAM と MARCLIFF とが衝突し、その後、MARCLIFF

が、前進行き足のある中、左回頭して南東進したことにより、HANSA STEINBURG に衝

突したものと考えられる。 

また、APL GUAM 及び MARCLIFF は、それぞれの進路が交差して衝突の危険度が高ま

る状況下において、早期に国際ＶＨＦ無線電話装置（以下「ＶＨＦ」という。）によ

る交信を行うことにより、互いの操船意図を確認して早期に減速するなど、衝突を避

けるための措置を講じることができたものと考えられることから、両船がＶＨＦによ

る交信を行わずに航行を続けたことは、本事故の発生に関与したものと考えられる。 

 

このことから、運輸安全委員会は、本事故の調査結果を踏まえ、同種事故の再発防

止に資するため、APL GUAM の船舶管理会社である APL MARITIME LTD 及び MARCLIFF

の船舶管理会社である MARCONSULT SCHIFFAHRT GMBH に対し、以下のとおり勧告する。 
 
APL MARITIME LTD 及び MARCONSULT SCHIFFAHRT GMBH は、管理、または、運航する

全船舶の船長等に対し、次の事項について、確実に実施するよう指導すべきである。 

(1) 大型船舶は、錨泊船が存在し、狭隘となった錨地内で他船と進路が交差し

て接近するなどの状況を極力回避すること。 

(2) 船長は、他船の接近を認めた場合、他船の動静を思い込みで判断すること

なく、ＶＨＦによる交信を積極的、かつ適切に行うことにより、互いの操船

意図を早期に確認すること。 

(3) 船長は、周囲の航行船舶及び錨泊船の状況等を考慮し、他船と著しく接近す

ることになるかどうか又は他船と衝突のおそれがあるかどうかを判断し、他船

と著しく接近することになり、又は他船と衝突のおそれがあると判断した場合、

十分に余裕のある時期に、早期に減速するなどの衝突を避けるための措置を講

じること。 
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付図１ 航行経路図 
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付図２ 航行経路図（拡大） 
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